
人口減少対策に係る
本県の取組みについて

R6.7.26 令和６年度愛媛県人口問題総合戦略推進会議 資料



1．将来の愛媛

〇将来推計人口（年代別）
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2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

万人

0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳割合 15～64歳割合 65歳以上割合

78.4万人

133.5万人

2020年 2040年 2060年 減少率
2020 → 2060

65歳以上 44.3万人 42.0万人 34.6万人 △22.0％

15～64歳 73.7万人 54.3万人 37.4万人 △49.3％

0～14歳 15.4万人 9.6万人 6.4万人 △58.5％

計 133.5万人 105.9万人 78.4万人 △41.3％

105.9万人
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※減少率は１人単位の数値で計算



2

個人の尊厳が尊重される社会を構築することが前提

県だけでなく、市町、企業・事業者等
地域を構成する全ての主体が
力を合わせて初めて達成できる
極めて高い目標を設定

長期目標：2060年に 人口１００万人を確保
短期目標：2026年に ①出生数 ８,５００人

②転出超過の解消

2．えひめ人口減少対策重点戦略（R4.10.28公表）
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3．令和６年度の主な取組み
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3．令和６年度の主な取組み（つづき）



「2060年の県内人口100万人確保」の目標達成に向けては、県や市町など行政の取組み、企業・
事業所自らによる変革・成長と合わせ、県民一人一人の意識や今後の行動が重要である。
県民一人一人の生き方が尊重される社会を構築することを前提としたうえで、人口減少対策に対す
る社会全体の意識を醸成するため、大学生等が夏休みなどを利用して帰省する8月と9月を「人口減
少対策意識啓発強化期間」に設定し、集中的に意識啓発を実施する。

４．人口減少対策意識啓発強化月間
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キャンペーンロゴ ＣＭ

【キャンペーン内容】
・ⅭⅯの放送
・ラジオ時報

・人口減少問題の解決に向けての鍵となり得るテーマに沿ったテレビ・ラジオ番組の制作、放送

・若者向け啓発動画の配信
・その他（県内コンビニのビジョンを活用した情報発信） 等

新 規
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５．人口減少対策セミナー・若者ライフプラン形成支援セミナー

仕事と家庭の両立ができる環境づくりに向けた意識変革を促すセミナーを開催し、地域を支え
る全ての主体が力を合わせて、人口減少対策に取り組む機運を盛り上げ、愛媛で働き、結婚の
希望を叶え、出産・子育てがキャリアアップの妨げにならない社会の構築を目指す。

対象者：県内企業・団体の経営者、人事・労務担当者等
県内各地・各40人×10回程度

〇人口減少対策セミナー

初期キャリア形成の重要性等について知識や理解を向上させる講義と、グループワークや交
流会を通じて人脈形成に繋がる研修会を開催し、結婚や子育て等を含めたライフデザインにつ
いて考える機会を提供することで、自身が望む結婚や出産、子育て、働き方等のライフスタイル
を実現させる支援を行う。

対象者:県内企業・団体に従事する若手従業員等
県内各地・各20人×25回程度

〇若者ライフプラン形成支援セミナー

令和６年7月下旬～
実施予定

令和６年7月下旬～
実施予定
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6 ．大学生等による人口減少対策プロジェクトアイデアコンテスト

➢ 概要

・大学生等から「地域づくり」に係るアイデアを募集し、人口減少問
題を自分事としてとらえ、自ら考える意識醸成を図るとともに、
オール愛媛で取り組む人口減少対策の充実強化につなげる。

➢ 対象者

・県内の大学生、短大生、高専生、専門学校生、

大学院生（個人又は５人以下のグループ）

➢ スケジュール

・募集期間：令和６年５月～

・公開審査：令和６年10月ごろ

・表 彰 式 ：令和６年11月ごろ

➢ 募集するアイデア

・若者が「住み続けたい」と思える地域にするアイデア

・県外に出た若者が「愛媛に戻りたい」と思える地域にするアイデア

・若者が「やりたいことができる」と思える地域にするアイデア

コンテストチラシ

新 規



女性が就業継続でき、活躍できる
魅力的な企業・事業所の増加

若年女性の
転出超過の解消

新制度創設（R5～）

目 標：令和８年(2026年)に転出超過の解消

◎人口減少問題に対処していくためには、県内企業・事業所が危機感を持って、女性活躍

の推進や仕事と家庭の両立支援に取り組み、「男女問わず選択される魅力的な企業」へ

と変革・成長することが重要。

◎これまでの愛媛県版イクボス「ひめボス宣言制度」等を、奨励金支給を含む制度に

リニューアルし、県として企業の取組みを強力に後押し。

制度の知名度向上、メリット
拡大による宣言事業所の増加

●女性活躍・仕事と家庭の両立支援の双方に取り組む企業・
事業所の認証制度を創設

【上位認証】
（スーパープレミアム）

【基本認証】

【上位認証】（スーパープレミアム）
・女性労働者の割合などが国の定める平均以上
・出産した女性の就業継続率80％以上
・男性育休取得率100%

等の要件を達成した事業所

【基本認証】
・宣言の実施 ・法に基づく行動計画等の策定等

（一定の認証要件を達成することで 上位認証を取得） 女性活躍・男性
育休取得等の実
績に対して支給

奨励金支給

7．ひめボス宣言事業所認証制度
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【認証数】 7/26時点

基本認証：333社
上位認証： ５社



（共同宣言者）
愛媛県商工会議所連合会 ／ 愛媛県商工会連合会
愛媛県中小企業団体中央会 ／ 愛媛県経営者協会
愛媛経済同友会 ／ 一般社団法人愛媛県法人会連合会
厚生労働省 愛媛労働局 ／ 愛媛県

８．少子化・人口減少に立ち向かう連携共同宣言
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人口減少の現状
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１．愛媛県の社会増減・自然増減の推移

社会増減
２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

転入者数
（移住者数）

17,367
（4,910）

16,724
（7,162）

16,080
（7,254）

転出者数 19,889 20,121 20,205

社会増減数 ▲ 2,522 ▲ 3,397 ▲ 4,125

前年差 653 ▲ 875 ▲ 728

出典：住民基本台帳人口移動報告
自然増減

２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

出生数
（婚姻数）

8,011
（4,571）

7,572
（4,477）

6,950
（4,157）

合計特殊出生率 1.40 1.39 1.31

死亡数 18,770 19,993 20,258

自然増減数 ▲ 10,759 ▲ 12,421 ▲ 13,308

前年差 ▲ 825 ▲ 1,662 ▲ 887

出典：人口動態統計（2023年は概数）



２．2023年の転出・転入のすがた
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